
条
例
の一
部
改
正
や
補
正
予
算
、

各
施
設
の
指
定
管
理
者
の
指
定
に

つ
い
て
な
ど
の
議
案
を
審
査
・
審
議

し
ま
し
た
。

Topic1

報
酬
等
審
議
会
に

　
　
　
　
　
あ
ら
か
じ
め
諮
問

議
案
第
68
号　

全
会
一
致　
可
決

本
案
は
、
教
育
委
員
会
等
の
行

政
委
員
会
及
び
委
員
か
ら
の
報
酬

額
の
見
直
し
に
際
し
、
報
酬
等
審

議
会
に
あ
ら
か
じ
め
諮
問
し
、
予

算
計
上
の
判
断
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
よ
う
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
も
の
で
す
。

問　

新
た
に
行
政
委
員
会
の
委
員

を
対
象
と
し
て
追
加
し
た
理
由
は

何
か
。

答　

市
民
に
開
か
れ
た
報
酬
額
の

決
定
過
程
を
と
る
こ
と
に
よ
り
、

そ
の
透
明
性
が
高
め
ら
れ
る
。

問　

ほ
か
の
自
治
体
の
状
況
は
。

答　

県
内
19
市
で
同
じ
よ
う
に
条

例
改
正
し
て
い
る
市
は
現
時
点
で

は
な
い
。

Topic2

被
保
険
者
の
産
前
産
後

　
　
　
期
間
の
保
険
税
を
減
額

議
案
第
70
号　

全
会
一
致　
可
決

法
改
正
に
伴
い
、
被
保
険
者
の

産
前
産
後
期
間
の
国
民
健
康
保
険

税
を
減
額
す
る
た
め
に
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

具
体
的
に
は
、
被
保
険
者
が
単

胎
妊
娠
の
場
合
、
出
産
予
定
月
の

前
月
か
ら
翌
々
月
ま
で
の
期
間
に

最
大
12
分
の
４
の
額
を
、
多
胎
妊

娠
の
場
合
は
、
出
産
予
定
月
の
３

か
月
前
か
ら
翌
々
月
ま
で
の
期
間

に
最
大
12
分
の
６
の
額
を
所
得
割

額
及
び
均
等
割
額
か
ら
減
額
す
る

内
容
で
あ
る
と
の
説
明
が
あ
り
ま

し
た
。

Topic3

Ｓ
Ｋ
Ｌ
Ｖ
内
の
各
施
設

　
　
　
　
　
　
利
用
者
が
決
定

議
案
第
73
・
74
・
75
号

　
　
　
　
　
　

全
会
一
致　
可
決

Ｓ
Ｋ
Ｌ
Ｖ
（
南
九
州
畜
産
獣
医

学
拠
点
）
内
の
施
設
を
３
年
間
独

占
的
に
利
用
さ
せ
る
内
容
で
す
。

問　
各
施
設
の
年
間
使
用
料
は
。

答　

次
の
と
お
り
で
あ
り
、
牛
・

馬
飼
養
施
設
使
用
料
に
つ
い
て
は
、

牛
の
導
入
開
始
か
ら
数
年
間
は
大

き
な
収
益
が
見
込
め
な
い
、
馬
事

業
の
み
で
の
大
き
な
収
益
が
見
込

め
な
い
こ
と
等
か
ら
軽
減
す
る
。

問　

馬
飼
養
施
設
の
馬
の
搬
入
計

画
に
つ
い
て
伺
う
。

答　

事
業
者
か
ら
提
出
さ
れ
た
事

業
計
画
で
は
、
令
和
６
年
４
月
か

ら
ク
ラ
ブ
馬
及
び
預
託
馬
を
11
頭

搬
入
す
る
計
画
で
あ
る
。

問　

引
退
し
た
競
走
馬
の
搬
入
の

可
能
性
は
あ
る
の
か
。

答　

競
馬
で
優
勝
し
た
よ
う
な
引

退
馬
の
馬
主
は
、
預
け
先
の
施
設

の
飼
育
実
績
を
重
く
見
る
た
め
、

現
状
、
未
だ
実
績
の
な
い
本
施
設

に
引
退
馬
を
預
け
る
と
い
う
と
こ

ろ
ま
で
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

TopicsTopics

第 4 回定例会

令和5年
12月 1日から
12月25日まで
（25日間）

市のホームページ
にリンクします。

国民健康保険税の
産前産後免除
制度について

Link

今春オープンするＳＫＬＶ

施設名 事業者名等
年間使用料

※牛・馬飼養施設は使用料の
軽減が適用されています。

（　　）内は条例上の使用料

牛飼養
施設

鹿児島県経済農業協同
組合連合会

200万円
（617万6,000円)

鶏飼養
施設 国立大学法人鹿児島大学 95万3,000円

馬飼養
施設

有限会社カナディアン
キャンプ乗馬クラブ

100万円
（533万2,000円）

6曽於市議会だより№ 75　令和 6年 2月 1日発行



Topic4

期
末
手
当
等
に
係
る
支
給

　
　
　
　
　
割
合
を
引
き
上
げ

議
案
第
87
・
88
号　

全
会
一
致　
可
決

特
別
職
等
で
は
、
12
月
に
支
給

す
る
特
別
職
及
び
議
会
議
員
に

係
る
期
末
手
当
の
支
給
割
合
を

１
０
０
分
の
１
５
５
か
ら
１
０
０

分
の
１
６
５
に
引
き
上
げ
、
令
和

６
年
度
以
降
の
期
末
手
当
を
平
準

化
す
る
改
正
内
容
で
す
。
ま
た
、

一
般
職
の
職
員
に
つ
い
て
も
12
月

の
期
末
・
勤
勉
手
当
に
係
る
支
給

割
合
を
そ
れ
ぞ
れ
０
・
０
５
月
分

引
き
上
げ
る
と
と
も
に
、
行
政
職

給
料
表
を
平
均
１
・
１
％
引
き
上

げ
る
改
正
で
す
。

Topic5

諏
訪
団
地
１
戸
を
譲
渡

議
案
第
71
号　

全
会
一
致　
可
決

曽
於
市
地
域
振
興
住
宅
譲
渡
条

例
に
基
づ
き
、
諏
訪
団
地
１
戸
を

譲
渡
す
る
こ
と
に
伴
い
、
関
連
す

る
規
定
を
改
正
す
る
た
め
、
条
例

の
一
部
を
改
正
す
る
も
の
で
す
。

問　

住
宅
の
譲
渡
価
格
は
。

答　

譲
渡
価
格
は
３
９
２
万
９
０

０
０
円
で
、
価
格
の
算
出
に
当

た
っ
て
は
、
公
営
住
宅
の
複
成
価

格
の
算
出
方
法
に
準
拠
し
た
。

Topic6

各
施
設
の
指
定
管
理
者
決
ま
る

議
案
第
76
・
77
・
78
・
79
・
80
号

　
　
　
　
　
　

全
会
一
致　
可
決

Ｓ
Ｋ
Ｌ
Ｖ
の
指
定
管
理
料
は
次

の
と
お
り
計
画
さ
れ
て
い
る
と
説

明
が
あ
り
ま
し
た
。

問　

レ
ン
タ
ル
オ
フ
ィ
ス
の
使
用

料
の
減
額
に
つ
い
て
は
あ
る
の
か
。

答　

減
額
は
考
え
て
い
な
い
。

意
見　

Ｓ
Ｋ
Ｌ
Ｖ
の
運
営
に
関
す

る
各
事
業
者
の
決
定
を
経
て
、
今

後
ス
ム
ー
ズ
な
運
営
が
で
き
る
よ

う
、
本
市
も
十
分
な
協
力
体
制
を

と
る
よ
う
に
。

Topic7

曽
於
市
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
に

　
　
配
置
す
る
厨
房
機
器
を
取
得

議
案
第
72
号　

全
会
一
致　
可
決

改
築
す
る
曽
於
市
学
校
給
食
セ

ン
タ
ー
に
配
置
す
る
厨
房
機
器
を

取
得
す
る
た
め
、
議
会
の
議
決
を

求
め
る
も
の
で
す
。

◆
落
札
者

㈱
中
西
製
作
所
鹿
児
島
営
業
所

◆
落
札
価
格　
　
　
◆
落
札
率

５
３
９
０
万
円　
　
9
7
・
１
％

Topic8

令
和
５
年
度
曽
於
市
一
般
会
計

　
補
正
予
算
（
第
９
号
）
を
可
決

議
案
第
82
号　

全
会
一
致　
可
決

歳
入
は
、
国
の
現
年
発
生
公
共

土
木
施
設
災
害
復
旧
事
業
費
負
担

金
や
県
の
活
動
火
山
周
辺
地
域
防

災
営
農
対
策
事
業
費
補
助
金
等
を

追
加
す
る
も
の
が
主
な
も
の
で
す
。

歳
出
は
、
管
理
研
究
棟
及
び
地

域
交
流
棟
設
備
増
設
工
事
等
の
追

加
に
よ
る
南
九
州
畜
産
獣
医
学
拠

点
事
業
費
や
子
ど
も
医
療
費
助
成

事
業
、
活
動
火
山
周
辺
地
域
防
災

営
農
対
策
事
業
費
、
肉
用
子
牛
生

産
推
進
緊
急
支
援
対
策
事
業
費
、

台
風
６
号
の
災
害
発
生
に
よ
る
工

事
請
負
費
等
の
追
加
が
主
な
も
の

で
す
。

２
億
９
９
４
５
万
円
追
加

予
算
総
額

２
９
８
億
９
０
７
３
万
円

議案番号 施設名等 管理者名 指定管理期間

77号 ＳＫＬＶ 一般財団法人
スクラブそお

令和6年 4月 1日から
令和 9年 3月31日まで ３年間

76号 大隅弥五郎伝説の里

社会福祉法人
曽於市社会福祉
協議会 令和6年 4月 1日から

令和11年 3月31日まで ５年間
78号 大隅デイサービスセンター

79号 財部保健福祉センター

80号 曽於市ゆず冷凍保管庫
株式会社
メセナ食彩センター

指定管理料
令和６年度

2,207万8,000円
令和７年度
2,519万円
令和８年度

2,447万3,000円

7 ☆一般質問の掲載内容は、登壇議員本人の文責により質問と答弁を要約したものです。



　

総
務
常
任
委
員
会

（
山
中 

雅
人
委
員
長
）

【
に
ぎ
わ
い｢

そ
お
生｣

事
業
の

古
民
家
再
生
活
用
モ
デ
ル
提
案
事

業
補
助
金
】

問　

今
後
、
建
物
の
解
体
も
考
え

ら
れ
る
か
。

答　

検
討
委
員
会
で
解
体
も
含
め

て
検
討
す
る
こ
と
に
な
る
。

【
曽
於
市
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
管

理
費
】

問　

曽
於
市
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー

管
理
費
の
施
設
管
理
用
品
４
０
６

万
１
０
０
０
円
の
増
額
に
つ
い
て

の
内
容
は
。

答　

ガ
ス
冷
却
噴
射
ノ
ズ
ル
や
コ

ン
ベ
ア
チ
ェ
ー
ン
等
の
緊
急
性
が

高
く
納
品
に
時
間
を
要
す
る
物
品

を
あ
ら
か
じ
め
ス
ト
ッ
ク
と
し
て

保
持
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら

購
入
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

文
教
厚
生
常
任
委
員
会

（
岩
水 

豊
委
員
長
）

【
生
涯
学
習
課
所
管
施
設
等
の
修

繕
費
】

　

所
管
施
設
等
の
修
繕
費
の
増
額

が
主
な
も
の
で
あ
る
と
説
明
が
あ

り
ま
し
た
。

意
見　

施
設
の
老
朽
化
に
伴
う
修

繕
費
が
年
々
増
え
て
い
る
の
で
、

当
初
予
算
で
の
予
算
確
保
が
必
要

で
あ
る
。

　

産
業
建
設
常
任
委
員
会

（
渕
合 

昌
昭
委
員
長
）

【
道
の
駅
及
び
四
季
祭
市
場
施
設

管
理
費
】

問　

防
災
備
品
の
無
停
電
電
源
装

置
と
は
。

答　

停
電
時
に
２
時
間
ほ
ど
電
力

を
供
給
す
る
こ
と
が
で
き
、
こ
の

間
に
レ
ジ
の
締
め
作
業
や
パ
ソ
コ

ン
等
の
シ
ャ
ッ
ト
ダ
ウ
ン
作
業
を

行
う
た
め
の
も
の
と
し
て
設
置
す

る
も
の
で
あ
る
。

【
肉
用
子
牛
生
産
推
進
緊
急
支
援

対
策
事
業
給
付
金
】

問　

５
月
か
ら
10
月
ま
で
の
同
給

付
金
の
給
付
実
績
は
。

答　

申
請
者
５
５
４
人
、
４
４
０

７
頭
に
対
し
て
４
４
０
７
万
円
を

給
付
し
た
。
給
付
に
当
た
っ
て
は
、

市
か
ら
対
象
者
に
通
知
を
出
し
、

そ
の
後
、
対
象
者
か
ら
の
申
請
に

基
づ
い
て
給
付
し
て
い
る
。

【
小
規
模
水
道
施
設
整
備
費
補
助
】

問　

増
額
補
正
の
理
由
は
。

答　

今
年
度
、
既
に
10
水
道
組
合

に
対
し
て
補
助
を
行
っ
た
が
、
今

後
３
水
道
組
合
か
ら
の
申
請
が
見

込
ま
れ
て
い
る
た
め
、
増
額
補
正

を
お
願
い
す
る
も
の
で
あ
る
。

今後、解体も含めて検討される古民家

Topic9

議
員
発
議
４
件
が

　
　
　
　
　
提
出
さ
れ
ま
し
た

発議番号 件　名 内　容

3 号 曽於市議会議員定数条例の一部改
正について

社会情勢の変化や人口減少など、様々な問題により、時代に応じた対応が求められ
る中、本市議会においても、その在り方を議会改革調査特別委員会において調査し、
議論してまいりました。その経過及び結果を踏まえ、議会改革の一つとして、議員
定数を、現行の「20 人」から「18 人」に改正するものです。

4 号
不登校児童生徒に対して多様な学
習機会の確保のための経済的支援
制度の確立を求める意見書案

不登校支援の一部である多様な学習機会を確保するため、経済的支援の在
り方についての検討と財政上の措置を講ずることを国の関係機関に対し意
見書を提出しようとするものです。

5 号 五位塚市長の国政事案に対する
慎重な姿勢を求める決議案

五位塚市長は、国政の事案に対する意見表明を多くされており、その内容を巡って
物議を醸すことも多く、市長の発言の影響力の大きさから市民の分断を招く懸念も
あり、市長の一層の慎重な姿勢を求めるため提案されたものです。

6 号 曽於市議会委員会条例の一部改正
について

曽於市議会議員定数の条例の一部改正に伴い、総務常任委員会及び文教厚
生常任委員会の定数を「７人」から「６人」にそれぞれ改めるため提案さ
れたものです。

8曽於市議会だより№ 75　令和 6年 2月 1日発行



議決結果一覧
迫議員は議長のため、議決に加わることはできないが､ 投票による表決の場合で可否同数になった
ときは、議長が可否を決定する（裁決権）ことになる。
賛成「○」。賛成者のみを諮る表決方法であるため，賛成者以外
（反対者・態度保留者・棄権者等）は「●」としている。

議案　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議員名

山
中 

雅
人

出
水 

優
樹

瀬
戸
口
恵
理

矢
上　

弘
幸

片
田　

洋
志

重
久　

昌
樹

鈴
木　

栄
一

上
村　

龍
生

岩
水　

 

豊

渕
合 

昌
昭

今
鶴　

治
信

九
日　

克
典

土
屋　

健
一

原
田
賢
一
郎

山
田　

義
盛

渡
辺　

利
治

久
長
登
良
男

徳
峰　

一
成

結　
果

議
案 第87号

曽於市特別職の職員の給与に関する条例及び曽於市議会議
員の議員報酬、費用弁償及び期末手当の支給に関する条例
の一部改正について

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● 可
決

陳
情 第 9号

市長選挙と議会議員選挙の同時開催並びに議会議員定数削減に関する陳情書

陳情項目１
市長選挙と議会議員選挙を令和７年７月に同時開催すること
について

● ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ● ○ ● 不
採
択

陳情項目２
同規模自治体を参考にされ、次回選挙から議会議員定数を
削減されることについて

○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 採
択

発
議

第 3号 曽於市議会議員定数条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 可
決

第 5号 五位塚市長の国政事案に対する慎重な姿勢を求める決議案 ○ ● ○ ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ ● 否
決

第 6号 曽於市議会委員会条例の一部改正について ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● 可
決

賛否が別れた案件

第４回定例会で全会一致で可決された案件

区分 議案番号 件　名

議　
案

第68号 曽於市特別職報酬等審議会条例の一部改正
について

第69号 曽於市行政組織条例の一部改正について

第70号 曽於市国民健康保険税条例の一部改正につ
いて

第71号 曽於市地域振興住宅条例の一部改正につい
て

第72号 財産の取得について

第73号 公の施設を長期かつ独占的に利用させるこ
とについて

第74号 公の施設を長期かつ独占的に利用させるこ
とについて

第75号 公の施設を長期かつ独占的に利用させるこ
とについて

第76号 指定管理者の指定について

第77号 指定管理者の指定について

第78号 指定管理者の指定について

第79号 指定管理者の指定について

第80号 指定管理者の指定について

第81号 令和５年度曽於市一般会計補正予算（第８
号）について

区分 議案番号 件　名

議　
案

第83号 令和５年度曽於市国民健康保険特別会計補正
予算（第３号）について

第84号 令和５年度曽於市後期高齢者医療特別会計補
正予算（第２号）について

第85号 令和５年度曽於市介護保険特別会計補正予算
（第２号）について

第86号 令和５年度曽於市生活排水処理事業特別会
計補正予算（第３号）について

第88号 曽於市職員の諸給与に関する条例の一部改
正について

第89号 令和５年度曽於市一般会計補正予算（第 10
号）について

第90号 令和５年度曽於市国民健康保険特別会計補正
予算（第４号）について

第91号 令和５年度曽於市後期高齢者医療特別会計
補正予算（第３号）について

第92号 令和５年度曽於市介護保険特別会計補正予算
（第３号）について

第93号 令和５年度曽於市生活排水処理事業特別会
計補正予算（第４号）について

第94号 令和５年度曽於市水道事業会計補正予算（第
３号）について

第95号 令和５年度曽於市公共下水道事業会計補正予
算（第２号）について

発
議 第 4号

不登校児童生徒に対して多様な学習機会の確
保のための経済的支援制度の確立を求める
意見書案

9 ☆一般質問とは議員が市政全般にわたり市の考えを問うものです。


